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一般社団法人　福井県消防設備協会

役員一同

事 務 局

天空の城と朝市
　大野盆地の中央 “亀山” の山頂に大野城はある。天正４年（1576）頃、織田信長

の家臣金森長親によって築城され、今も往時のままに勇壮な姿を誇っています。

　また、大野城は「天空の城」としても有名で、麓の城下町が朝霧に包まれる初冬、雲海の中から静かにその

姿を現してきます。やがて、麓の町では400年続く「七軒朝市」が始まります。農家の人たちが丹精込めて育

てた農産物や工芸品等が、道の両側に所狭しと並べられ、その中を多くの買い物客が行き交います。あちこち

から大きな笑い声や大野弁の会話が響きあい、街は活気に溢れます。

 （表紙の写真「越前大野城」は、大野市商工観光課の提供）
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更なる
　安全・安心をめざして

一般社団法人 福井県消防設備協会

会長 髙 村 文 能

　新年、明けましておめでとうございます。

　平成30年の輝かしい初春を、ご健勝でお迎えのこととお慶び申し上げます。

　平素は、当協会の運営をはじめ、各種事業の推進に格別のご理解とご協力を賜り厚く御

礼申し上げます。お陰様で当協会も、昭和62年４月の発足以来、30年という節目を迎え

ました。これも偏に会員各位をはじめ、県、各消防機関、関係団体の皆様方のご指導、ご

支援のお陰と心から厚く御礼を申し上げます。

　本来ならば、記念式典や祝賀会等を催すべきところでございますが、それよりも、当協

会が直面している喫緊の課題（消防用設備等の点検報告率の向上）について、改善に向け

た事業を展開することで、記念事業に換えたいと考えております。

　何卒 ご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。

　さて、平成28年12月の新潟県糸魚川市大火や昨年 2月に発生した埼玉県三芳町の倉庫

火災を踏まえ、国では150㎡未満の飲食店に消火器の設置を義務化したり、或いは飲食店

を含む隣棟間で連動型住宅用火災警報器を設置させる。また、倉庫内における防火シャッ

ターの閉鎖障害や不作動の結果を重視し、事業者自らが、防火シャッターの維持管理計画

を策定して実施する。屋内（外）消火栓を用いた消火訓練や通報・避難訓練等効果的な訓

練を実施させる等の検討が成されております。

　消火器の設置や屋内消火栓等を使用した消防訓練は、至極当然のように感じますが、こ

れらは適正に設置し、有効に活用できてこその「消防用設備」だと思います。

　私達は、消防用設備等の法定点検、定期報告の実施のみならず、防火対象物関係者やそ

こに出入りする人達の安全・安心を確保するため、積極的に消防訓練にも協力し、アドバ

イスを行うなど、常に “信頼される消防設備士 ”であらねばならないとの思いを新たにし、

改めて「安心と信頼」を合言葉に、陣頭に立って努力し参る所存でございます。

　結びに、今年一年が皆様にとりまして最良の年となりますようご祈念申し上げ、新年の

ご挨拶とさせていただきます。

新年のごあいさつ
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新年のごあいさつ

消防局長 山 本 太 志

　平成30年の輝かしい新年を迎え、会員の皆様に謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

　平素は、消防行政の推進につきまして、格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上

げます。

　さて、昨年の災害を振り返ってみますと、震度７を記録した４月の熊本地震を始め､ 10

月には鳥取県中部で震度６弱の地震が発生するなど、 これらの地震により被災地では甚大

な被害が発生しました。

　また、８月から９月にかけては台風が相次いで日本列島に上陸しましたが、中でも８月

に上陸した台風10号は、これまで台風被害の少なかった東北地方や北海道に大きな被害

をもたらし、今後の防災広報や防災活動上多くの教訓を残しました。このように、昨年大

きな災害に見舞われた被災地では、今もなお復旧に向けて多くの方々が不自由な生活をさ

れており、１日も早い復旧と復興を願うばかりです。幸い、本県では11月10日現在、大

きな災害や火災は発生しておらず、特に火災については、発生件数及び死者数とも近年減

少傾向にありますが、このことは、防火教育や住宅用火災警報器の普及など、住宅防火対

策を強力に推進してきた実績と合わせて、事業所における消防用設備等の適正な設置や維

持管理など、官民が一体となった取り組みの成果であり、これもひとえに、会員各位のご

尽力の賜物と心より感謝を申し上げます。

　消防機関では、引き続き県民の皆様の生命、身体及び財産を火災等の災害から守るため、

違反是正の徹底や防火・防災教育の充実など、火災の更なる減少に向けた取り組みを強化

して参りますので、会員の皆様におかれましても、よ

り一層のご協力を賜りますようお願い申し上げます。

　結びに、福井県消防設備協会の今後ますますのご発

展と、会員の皆様のご健勝、ご活躍をご祈念申し上げ

まして、新年の挨拶とさせて頂きます。

福井市消防局
福井県消防長会会長
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新年のごあいさつ

福井県安全環境部危機対策・防災課

課長 谷 口 竜 哉

　平成30年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申し上げます。

　福井県消防設備協会の会員の皆様には、日頃から、本県の消防・防災行政の推進に格別

の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　平成29年の本県の火災件数は、136件（平成29年１月から10月速報値）と、過去10年

間で最も少なくなっております。これもひとえに、消防関係者の活躍はもとより、消防設

備士および会員の皆様が消防用設備等の施工や日々の維持管理を的確に実施していただい

ているお蔭であり、心より感謝を申し上げます。

　また、全ての住宅に設置が義務付けられている住宅用火災警報器については、総務省消

防庁の調査によると、昨年６月１日現在の全国の設置率81.7％に対し、本県の設置率は

94.6％と、全国１位となっております。

　一方、平成28年12月の新潟県糸魚川市大規模火災や平成29年５月の福岡県北九州市共

同住宅火災等、近年、大規模な火災や多数の死傷者が出る火災が多発しており、改めて日

頃からの火災予防の重要性が認識されているところです。

　また、平成29年２月に発生した埼玉県三芳町倉庫火災では、被害拡大の要因として、

防火シャッター等の機能不全が指摘されております。

　火災から地域住民の生命・財産を守り、被害を軽減させるためには、過去の火災事例を

分析、検証し、得られた知見を消防用設備等の機能向上につなげることや、適正な消防用

設備等の設置および維持管理といった取り組みが重要です。

　消防用設備等に精通した皆様におかれましても、引き続き御支援を賜りたく存じますの

で、よろしくお願い申し上げます。

　最後に、戌年である本年が、福井県消防設備協会ならびに会員の皆様にとりまして実り

多き飛躍の年となりますよう祈念しまして、新年のご挨拶といたします。
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平成29年度の消防設備保守業者等の表彰式が、去る11月２日に東
京都の「明治記念館」において執り行われました。当協会から受
賞された皆様は、次の方々です。誠におめでとうございました。

【（一財）日本消防設備安全センター理事長表彰】

消防協会役員関係者

河 上 淳 一��氏 　協会理事 三崎屋電工㈱

消防設備保守関係者

川 崎 英 明��氏 　コスモボーサイ㈱ 専務

点検済表示制度推進優良事業所表彰

消防設備管理㈱（尾崎 剛氏）

平成 29年度

消防設備保守関係者表彰

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　表
彰
式
会
場
に
て

河
上
淳
一
氏
、
川
崎
英
明
氏
、
尾
崎 

剛
氏

　

写
真
左
か
ら
、
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平成30年度の主な行事、講習会の予定

行　　　　　事 月　　日 場　　　　　　所

総会・表彰式 ５月16日（水） 福井県中小企業産業大学校

実務研修会 ７月11日（水） 福井県中小企業産業大学校

消防庁長官等表彰式 11月１日（木） 東京都　明治記念館

講　　　　　習 月　　日 場　　　　　　所

防火管理講習（協会主催）
11月28・29日

福井県中小企業産業大学校31年
２月５・６・７日

日本防火・防災協会主催 5/23・24、7/4・5
8/22・23、9/19・20 福井県中小企業産業大学校

行　事　等 月日や場所等が変更されることもありますので、再度ご確認ください。

講　　　　　習 月　　日 場　　　　　　所

第１種消防設備点検資格者　再講習 ６月26日（火） 福井県中小企業産業大学校

第２種消防設備点検資格者　再講習 ６月27日（水） 福井県中小企業産業大学校

講　　　　　習 月　　日 場　　　　　　所

設備士法定講習会（消火設備） ８月21日（火）
サンドーム福井

管理会議棟 小ホール

設備士法定講習会（消火器・避難設備） ８月22日（水）
サンドーム福井

管理会議棟 小ホール

設備士法定講習会（警報設備）
８月23日（木）
８月24日（金）

サンドーム福井
管理会議棟 小ホール

講　習　会 月日や場所等が変更されることもありますので、再度ご確認ください。
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総会・表彰式

　平成29年度の総会及び表彰式が、去る
５月17日（水）に福井県中小企業産業大学
校において開催されました。総会に先立
ち、平成29年度の表彰式が挙行され、協
会役員として河上淳一理事が、表彰され、
併せて優良従業員、優良事業所の表彰が
執り行われました。
　受賞者につきましては、下表のとおり
です。表彰式終了後、引き続き、平成29
年度の定時総会が開催されました。髙村
会長の挨拶後、来賓祝辞（福井県危機対
策・防災課課長補佐柳原仁一様）があり、
引き続き議案審議に入りました。

平成29年度の主な行事、講習会等の結果

　提案された平成28年度決算及び29年度
予算案等が原案どおり可決承認されまし
た。その後、役員改選が行われ、髙村会長
が再選され、二期目の船出となりました。

平成29年度 協会会長表彰を受賞された方々は、次の皆様です。おめでとうございました。

協会役員表彰 河　上　淳　一　氏 協会理事 三崎屋電工㈱

優良従業員表彰
20年

長　　　幸　平　氏 轟産業㈱

森　國　幹　夫　氏 北陸設備工業㈱

刀　根　嘉　広　氏 ㈱創電

30年 天　谷　秀　浩　氏 北陸設備工業㈱

優良事業所表彰

消防設備管理㈱ 尾　崎　　　剛　氏

紫光産業㈱ 竹　内　幸　彦　氏

藤井防災エネルギー㈱ 藤　井　洋　造　氏
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消防設備士講習

　今年度も福井県知事からの委託を受けて、消防法第17条の10に基づく消防設備士法定
講習を、去る８月29日から９月１日までの４日間にわたりサンドーム福井の管理会議棟

小ホールで開催いたしました。こ
の講習は、消防設備士の資格を取
得してから２年以内、または、前
回受講後５年ごとに、必ず受講し
なければならない法定講習であ
り、「消火設備」関係に119名、「避
難設備・消火器」関係に169名、「警
報設備」関係に347名合計635名の
消防設備士が受講しました。

消防設備点検資格者 再講習 （第１種、第２種）

　平成29年度の消防設備点検資格
者再講習が去る６月27日（火）28
日（水）の両日、（一財）日本消防
設備安全センターの事務委託を受
けて、福井県中小企業産業大学校
で開講され、県内外から、第１種、
第２種の資格者合計82名が受講い
たしました。梅雨特有の蒸し暑い

中、受講者達は過去５年間に改正された法令や技術基準等、最新の情報について、日本
消防設備安全センターの専属講師等による講義を聴講し、点検資格者としての責任と自
覚消防用設備等の維持管理、保守点検の重要性を再確認していました。
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消防設備士実務研修会 （救急講習）

消防設備士実務研修会 （新人研修）

　平成29年度の消防設備士実務研修会
が、去る７月11日（火）に福井県立福井
産業技術専門学院で開催されました。
　今年度は、救急講習会と新人研修の２
講座を計画し、初回は救急講習会を実施
し、40名が受講されました。山本智則協
会副会長の挨拶後、早速、福井市東消防
署の３名の救急救命士から指導を受けま
した。今回は３時間の普通救命講習とし
て開講し、AEDを使用した実技訓練や
レサシ人形を使用した心臓マッサージ訓

　今年度２回目の実務研修として、初めて「新人研修」を実施いたしました。この研修
会は、日本消防設備安全センターが「消防技術者の基礎知識」として、社会人として必
要なマナーや点検実務者として必要な基礎知識を習得させることで、信頼される消防技
術者を養成していこうとするもので、協会としても初めての取組みでした。当日は若い

練等に汗を流しながらも、真剣に取り組
んでおり、改めて人命の尊さと、救命処
置の重要性を認識していました。

消防設備士や女性職員等33名が受講
し、講師として招聘した西武福井店
の田中香苗氏から、挨拶や電話応対
等の基本的な指導を受け、また、協
会の大西事務局長から点検時の安全
確保等の指導を受けました。参加者
からは、次年度以降の開催を希望す
る意見がありました。
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防火管理講習

　当協会事業の一環として実施して
いる「防火・防災管理講習」が、去
る11月29日（水）30日（木）に福井県
中小企業産業大学校で実施されまし
た。　この講習は、一定規模以上の
防火対象物について、その用途や収
容人員に応じ、選任が必要となる甲
種又は乙種防火管理者の資格を取得
するための講習会です。この日は

111名の受講者が受講し、防火管理の重要性を認識するとともに、消防計画の作成要領
を習得していました。この講習は、既に５月、６月、９月にも実施しているほか、来る
２月７日（水）、８日（木）９日（金）（３日は再講習）にも実施する予定です。

消防設備点検資格者 本講習 （第１種、第２種）

　平成29年度の消防設備点検資格者の
本講習が（一財）日本消防設備安全セ
ンターの事務委託を受け、去る10月11
日～ 13日に第１種、10月17日～ 19日
に第２種を、福井県中小企業産業大学
校で実施し、県内外から、第１種に26
名、第２種に28名が受講いたしました。
新たに点検資格者を目指す受講者たち
は、真剣な表情で講師の説明に聞き入

り、テキストを食い入るように見ながら、法令や技術基準等について聴講していました。
結果、第１種に25名、第２種に27名が合格しました。
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会員の入会について （前号以降の入会）

会員の退会について （前号以降の退会）

敬称省略

敬称省略

会員番号 種　別 区　分 内　　　　　　容

１７７ 正会員

退会年月日 平成29年９月20日

所 在 地 鯖江市西山町12－4

事業所名 有限会社　サバエ防災

代表者名 代表取締役　田嶋英幸

電話番号 0778－52－1039

主たる業種 防災設備部門

業務の内容 工事・整備・点検

今後とも よろしくお願いいたします。

長い間お世話になり ありがとうございました。

会員番号 種　別 区　分 内　　　　　　容

１８１ 正会員

入会年月日 平成29年９月１日

所 在 地 敦賀市野坂30－10－10

事業所名 ネクス

代表者名 代表　久保伸幸

電話番号 0776－24－2748

推 薦 者 ㈱溝口電気通信・㈲大和田工業

主たる業種 電気設備部門

業務の内容 工事・整備・点検

資 格 者 【甲種】第４類 　【点検資格者】第１種、第２種
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会員の変更について （前号以降の入会）

敬称省略

会員番号 種　別 区　分 内　　　　　　容

１００ 正会員

入会年月日 平成29年12月１日

所 在 地 坂井市坂井町御油田39－101

事業所名 クラウン防災株式会社

代表者名 代表取締役　菊田裕文

電話番号 0776－66－5200

推 薦 者 ㈱榮冠商事

主たる業種 防災備部門

業務の内容 工事・整備・点検

今後とも よろしくお願いいたします。

クラウン防災株式会社は、栄冠商事株式会社からの譲渡を受け、
消防防災事業をそのまま引き継ぐものです。

事務所移転のお知らせ
　庁舎耐震工事のため、長らく事務所を移転しておりましたが、工事完了に伴い、
下記のとおり「戻り移転」いたしました。

１　戻り移転した日 平成 29 年12 月 22 日（金）
 12月25日（月）から 通常業務 をしています。

２　住　所 （新）〒910-0003 福井県福井市松本３丁目16-10
  福井県福井合同庁舎５階

３　電話・FAX TEL  0776－27－3760
 FAX 0776－27－3446

元の番号に
戻りました

なお、誤って変更前の電話、ＦＡＸに通信された場合は、音声にて
新番号が案内されています。
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消防予第２６８号
平成29年８月24日
各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長
� 消防庁予防課長�
� （公印省略）

　光警報装置は、聴覚障害者等に対して火災時
の情報を有効に伝達する手段のひとつとして効
果が期待されることから、「光警報装置の設置
に係るガイドラインの策定について」（平成28
年９月６日付け消防予第264号。以下「264号通
知」という。）により光警報装置の設置に係る
ガイドライン（以下「ガイドライン」という。）
を示しているところです。�今般、光警報装置
の設置に係る運用について留意いただくべき点を
下記のとおりとりまとめましたので通知します。
　貴職におかれましては、下記事項に留意の上、
その運用に十分配慮されるとともに、各都道府
県消防防災主管部長におかれましては、貴都道
府県内の市町村に対し、この旨周知していただ
きますようお願いします。
　なお、本通知は、消防組織法（昭和22年法律

総務省消防庁から出された「通知・通達」の

うち、消防用設備等に関係のある主なものは、

次のとおりです。

第226号）第37条の規定に基づく助言として発
出するものであることを申し添えます。

記

１　光警報装置等の設置について

　光警報装置（ガイドライン第五. １⑴の光警
報装置をいう。以下同じ。）及び光警報制御装
置（ガイドライン第五. １⑵の光警報制御装置
をいう。以下同じ。）（以下「光警報装置等」と
いう。）の設置にあたっては、ガイドラインに
よるほか、以下の点に留意されたい。
⑴�　光警報装置等を設置することで、自動火災
報知設備の受信機の電源容量等に支障がない
ことを確認すること。
⑵�　光警報制御装置の二次側（光警報制御装置
以降の部分であって、当該光警報制御装置の
機能不良により影響を受ける部分をいう。以
下同じ。）には地区音響装置を設けないこと。
⑶�　受信機から光警報装置までの配線は、自動
火災報知設備の機能に影響を及ぼさないよ
う、消防法施行規則（昭和36年自治省令第６
号。以下「規則」という。）第24条第５号ホ
の規定に準じて設けること。
　�　ただし、⑷の措置を講じた光警報制御装置

光警報装置の設置に係るガイドライ
ンの運用について（通知）
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の二次側の配線についてはこの限りでない
が、同様とすることが望ましいこと。
⑷�　光警報制御装置は、自動火災報知設備の機
能に影響を及ぼさないよう、光警報制御装置
の二次側の配線が短絡した場合でも短絡部分
を切り離す措置が講じられていることが望ま
しいこと。
⑸�　自動火災報知設備が区分鳴動となっている
防火対象物に光警報装置等を設置する場合、
区分鳴動の趣旨から、光警報装置も区分ごと
に警報を発することが望ましいこと。
⑹�　消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下
「令」という。）第24条第５項に規定する放送
設備と規則第24条第５号に規定する地区音響
装置を併用して設ける場合、当該放送設備の
放送中に、光警報装置の作動が停止しないこ
とが望ましいこと。
⑺�　光警報装置等の接続例としては、前ページ
の下図のとおりであること。

２�　消防設備士でなければ行ってはならない
工事について�

　264号通知中４において、光警報装置の設置
については、甲種第４類の消防設備士が行う必
要があるとしているが、これは、光警報装置を
起動する信号は自動火災報知設備の地区音響鳴
動装置から発せられるものであり、光警報装置
等を接続する際には、接続方法や予備電源容量
等が自動火災報知設備の機能に支障がないよう
に施工する必要があることから、自動火災報知
設備として「消防用設備等に係る届出等に関す
る運用について」（平成９年12月５日付消防予
第192号。以下「192号通知」という。）別紙１
における増設又は改造に該当するためである。
　なお、光警報装置等は消防法（昭和23年法律
第186号。以下「法」という。）第17条第１項に
規定する消防用設備等には該当せず、防火対象
物関係者の任意により設置される設備であるこ
とから、自動火災報知設備の機能に影響がない
光警報装置等の工事（配線工事を含む。）であっ
て、自動火災報知設備の構成機器（配線を含
む。）を取り扱わない場合については、令第36
条の２の規定による消防設備士でなければ行っ
てはならない工事には該当しない。具体的には、
接続される光警報装置の電源容量を満たす非常
電源を有する光警報制御装置に接続する場合の

光警報装置の増設や、同種類の光警報装置等の
取替え等が考えられる。
　ただし、消防設備士でなければ行ってはなら
ない工事に該当しない場合であっても、光警報
装置等の設置の際、自動火災報知設備と連動す
ることの確認等を行うことから、消防設備士が
工事を行うことが望ましいこと。

３　工事整備対象設備等着工届出書について

　前述２のとおり、自動火災報知設備の機能に
影響がある光警報装置等の工事にあっては、甲
種第４類の消防設備士でなければ行ってはなら
ない工事に該当することから、自動火災報知設
備の工事整備対象設備等着工届出書を提出する
必要がある。その際の添付書類としては、自動
火災報知設備に係る図書に加え、光警報装置等
に係る図書も添付し、自動火災報知設備の機能
に支障がないことを明らかにする必要がある。
　また、当該届出や事前相談の機会等を捉え、
必要に応じてガイドライン、光警報装置等の仕
様書、第三者機関における認証資料等を活用の
うえ、光警報装置等が有効に設置されるよう指
導されたい。

４　消防用設備等設置届出書について�

　自動火災報知設備の機能に影響がある光警報
装置等の工事については、前述２のとおり、自
動火災報知設備の工事であることから、自動火
災報知設備としての消防用設備等設置届出書を
提出する必要がある。
　その際の添付書類としては、自動火災報知設
備に係る図書に加え、光警報装置等に係る図書
も添付し、自動火災報知設備の機能に支障がな
いことを明らかにする必要がある。

５ �消防検査について

　消防用設備等設置届出書に基づく消防検査
は、自動火災報知設備の機能に支障がないこと
を確認する目的で行うが、光警報装置等が消防
用設備等設置届出書の添付書類どおりに設置さ
れていることも併せて確認することが望ましい
こと。
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６　点検及び報告について

　前述２のとおり、光警報装置等は消防法令上
の消防用設備等には該当しないことから、法第
17条の３の３による点検及び報告の義務は生じ
ないが、自動火災報知設備の点検に併せて自主
的に点検を行うことが望ましいこと。
　自主的に点検を行った場合は、消防用設備等
点検結果報告書に添付する自動火災報知設備の
点検票の備考欄又は任意の別紙にその旨を記載
する等により、消防用設備等と併せて届出を
行って差し支えないものとし、光警報装置等の
機能不良等がある場合は、改修等を行うよう指
導されたい。

� 消防予第３３０号
� 平成29年10月27日
各都道府県消防防災主管部長�殿 
東京消防庁・各指定都市消防長�殿
� 消防庁予防課長�
� （公印省略）

　住宅宿泊事業法施行令（平成29年政令第273
号）、住宅宿泊事業法施行規則（平成29年厚生
労働省・国土交通省令第２号。以下「規則」と
いう。）等は平成29年10月27日に公布され、住
宅宿泊事業法（平成29年法律第65号。以下「法」
という。）とともに平成30年６月15日から施行
することとされました。これに伴い、届出住宅
（法第３条第１項に基づく届出を行い、住宅宿
泊事業を営む住宅をいう。以下同じ。）等の消
防法令上の取扱いを下記のとおり定めましたの
で通知します。
　各都道府県消防防災主管部長におかれまして
は、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理
する一部事務組合等を含む。）に対して、この
旨周知していただきますようお願いします。
　なお、本通知は、消防組織法（昭和22年法律
第226号）第37条の規定に基づく助言として発

出するものであることを申し添えます。

記

第１　届出住宅の消防法令上の取扱いについて�

　届出住宅については、消防法施行令（昭和36
年政令第37号。以下「令」という。）別表第１
⑸項イに掲げる防火対象物（旅館、ホテル、宿
泊所その他これらに類するもの）又はその部分
として取り扱うものとする。ただし、人を宿泊
させる間、住宅宿泊事業者（法第２条第４項に
規定する住宅宿泊事業者をいう。以下同じ。）
が不在とならない旨（規則第４条第３項第10号
に規定する旨をいう。）の届出が行われた届出
住宅については、宿泊室（届出住宅のうち規則
第４条第４項第１号チ⑷に規定する宿泊者の就
寝の用に供する室をいう。）の床面積の合計が
50平方メートル以下となるときは、当該届出住
宅は、住宅（消防法（昭和23年法律第186号）
第９条の２に規定する住宅の用途に供される防
火対象物（令別表第１⑸項ロに掲げる防火対象
物（寄宿舎、下宿又は共同住宅）の部分を含む。）
をいう。）として取り扱うものとする。
　なお、届出住宅が一部に存する共同住宅等に
ついては、当該届出住宅ごとに用途を判定した
上で、棟ごとにその用途を「令別表第１に掲げ
る防火対象物の取り扱いについて」（昭和50年
４月15日付消防予第41号・消防安第41号）によ
り判定すること。

第２　そ の 他

１�　届出住宅以外の防火対象物において、旅館
業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項
に基づく許可を受けた営業が行われる場合な
どであって、届出住宅と同様の利用形態とな
ることが確認できるときは、上記第１を準用
して用途を判定すること。
２�　上記第１ただし書の取扱いをする場合（１
で準用する場合を含む。）にあっては、火災
の発生時に消火若しくは延焼の防止又は人命
の救助を当該住宅宿泊事業者等が行うことに
ついて確認することが適当であること。

◆住宅宿泊事業法に基づく届出住宅
等に係る消防法令上の取扱いにつ
いて（通知）
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� 消防予第３５５号
� 平成29年11月20日
各都道府県消防防災主管部長�殿
東京消防庁・各指定都市消防長�殿
� 消防庁予防課長�
� （公印省略）

　標記の件について、別添のとおり質疑応答を
とりまとめましたので、執務上の参考としてく
ださい。
　各都道府県消防防災主管部長におかれまして
は、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理
する一部事務組合等を含む。）に対して、この
旨周知していただきますようお願いします。
　なお、本通知は、消防組織法（昭和22年法律
第226号）第37条の規定に基づく助言として発
出するものであることを申し添えます。

問１�　消防法施行規則（昭和36年自治省令第
６号。以下「規則」という。）第12条の
２第３項本文に規定されている防火対象
物において、次のいずれかに該当する場
合は、消防法施行令（昭和36年政令第37
号。以下「令」という。）第32条の規定
を適用し、スプリンクラー設備の設置を
要しないこととしてよいか。

１�　特定住戸部分（規則第12条の２第３項に規
定されているものをいう。以下同じ。）が次
の要件のすべてに該当する場合
　⑴�　規則第12条の２第３項第１号から第３号
及び第７号に適合すること。

　⑵　３以下の階に存すること。
　⑶�　全ての寝室（入居者の寝室に限る。）
　　　�において、地上又は一時避難場所（外気

に開放されたバルコニー又はこれに類す
るものをいう。以下同じ。）への経路が
次のア又はイの要件を満たすこと。

　　　ア�．地上又は一時避難場所に直接出るこ
とができる次の(ｱ)及び(ｲ)の構造要件
を満たす開口部を有すること。�

　　　　ア�　避難階にあっては規則第12条の２
第２項第２号ロ、ハ及びニに規定す
る構造

　　　　イ�　避難階以外の階にあっては同号ニ
に規定する構造

　　　イ�．どの居室から出火しても、入居者居
室から火災室及び火災室に設けられた
開口部（防火設備であるものを除く。）
に面する通路を通過せずに、避難階に
あっては地上、避難階以外の階にあっ
ては当該階の一時避難場所に至ること
ができるものであること。

　⑷�　一時避難場所は、一定の広さを有し、救
出まで火災の影響を受けずに留まることが
できる構造のものであること。

　⑸�　地上に直接出ることができる開口部及び
一時避難場所は、救出のために必要な広さ
を有する空地等に面すること。

　⑹�　内装は、規則第12条の２第３項第４号の
規定の例により仕上げたものであること。�

２�　特定住戸部分が、次の要件のすべてに該当
する場合
　⑴�　上記１の⑴、⑵、⑶ア、⑷及び⑸を満た
すものであること。

　⑵�　規則第12条の２第２項第２号本文により
居室を区画したものであること。

　⑶�　規則第12条の２第２項第２号イ及びホを
満たすものであること。

　　�　この場合において、避難階以外の階にお
ける一時避難場所への避難経路は同号ホの
避難経路の１つとして取り扱うこと。

　⑷�　入居者等の避難に要する時間の算定方法
等を定める件（平成26年消防庁告示第４号。
以下「４号告示」という。）により算定し
た時間が、火災発生時に確保すべき避難時
間として消防庁長官が定める時間を超えな
いこと。

　　�　この場合において、避難階以外の階に存
する住戸で、４号告示第２の「屋外」とあ
るのは、「屋外又は一時避難場所」と読み
替えること。

消防用設備等に係る執務資料の送付
について（通知）
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「消防用設備等の点検要領の一部改正に

ついて（通知）（平成29年３月31日付け

消防予第80号）において、誘導灯の点検要領の

一部が改正された。光源の機器点検の項目に「自

動点検機能による表示ランプ等の異常表示がない

こと」も確認することとなったが、具体的にどう

いったことを点検すればよいのか。

自動点検機能を有する誘導灯について

は、一般的に光源ランプの接続不良（コ

ネクターの外れ）やランプ不具合（破損等）があ

る場合、表示ランプ（誘導灯底面にある赤色のラ

ンプモニタ）が点灯する。点検時にこの点灯を確

認した場合、光源の項目は、不備があるものとし

て判定すること。ただし、誘導灯の底面にある表

示ランプには赤色のランプモニタの他にも緑色の

充電モニタ等もある。また発光のパターンも点灯、

消灯、点滅などがあり、それぞれ示している状態

が異なる。何か点灯しているからと一概に不備が

あるものと捉えず、その器具の特性を理解した上

で点検することが重要となる。

消防用設備等点検実務必携（安全セン

ター発行）を見ての質問だが、消防用

設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（平

成16年５月31日付け消防庁告示第９号以下「告

示」という。）別記様式第１）の「消防用設備等（特

殊消防用設備等）の種類等」の欄には、点検した

設備名のみ記載すればよいのか。消防用設備等（特

殊消防用設備等）点検結果総括表（同別記様式２）

の記載例には、非常電源と配線が記載されている

が、このとおり記載すればよいのか。

告示に示されている用語の定義にある

「消防用設備等の種類等」の中で、消防

用設備等と非常電源及び配線を明確に分けてあ

る。よって、ご質問の別記様式第１の欄には、設

備名のほか、点検した非常電源（非常電源専用受

電設備、自家発電設備など）や配線も記入すべき

だと思われる。消防用設備等点検実務必携の当該

部分は、次回改訂において加筆する。

よくある

質問
よくある

質問

誘導灯の点検要領について

点検票の書き方について

Ｑ.

Ｑ.

Ａ.

Ａ.
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